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最近の日本（東京）における、石原都知事による、「日の丸・君が代」（国旗国歌）への忠誠形態を強制する国家主義的な新しい教育政策が、基本的人権や「ILO/UNESCO教員の地位勧告」に違反する重大な事実
------ 国旗国歌への忠誠形態の強制と「教員の地位」------- 
Ⅰ　はじめに
現在、東京都の石原都知事は、日本政府や文部科学省（以下、「文科省」）の共感と支援を得ながら、その強い国家主義的信念とファシズム的政治力により東京の公立学校に、国旗国歌（日の丸・君が代）への忠誠形態を強制する新しい教育政策（以下、「政策」）を「通達」（※ 2003年10月23日に発出されたこの「通達」を、特に「10.23通達」と呼び習わしている）という行政手法を用いて欺瞞的に行っている。

私たちは、その「政策」が日本国憲法（以下、「憲法」）における基本的人権と、教員の処遇における「1966年ILO/UNESCO教員の地位に関する勧告」（以下、「勧告」）を蹂躙したものである事実を明らかにしたい。
この「日の丸・君が代」強制「政策」における「勧告」違反の事実は、2002年6月28日に「全教」が日本の「新しい教員評価政策」や「指導力不足教員政策」における「勧告」）違反を、ILO/UNESCO「教員の地位勧告」適用合同専門家委員会（CEART）に申し立てた件よりも、はるかに深刻で重大なものである。
全教が申し立ての件とこの「日の君」強制政策の件においては、その主題の貫徹意思と共に、教員管理に関して、専門職としての「教員の地位」を貶め、教員を政権の従属物とすることにより教育の権力支配を諮ろうとする石原都知事の思想が貫かれていることを強調したい。
Ⅱ　「日の丸・君が代」の強制者を告訴告発する会　について
１　組織

　　　私達の会（以下、「コクコク」）は、「10.23通達」（03/10/23）発出後の学校における「日の丸・君が代」への尊崇形態の強制と批判者への懲戒処分攻撃の凄まじさに民主教育の危機を感じた高名な二人の弁護士、土屋公献氏、後藤昌次郎氏の呼びかけに応えて、2004年12月に設立された。

「コクコク」は、石原都知事によって始められたこの教育「政策」に反対し、そうした教育行政から「民主的な学校教育」や「教員の地位」を護ることを目的として、現職および退職した教員を中心に、教育政策に関心を持つ弁護士や一般市民で組織されている。このメンバーには、「日教組」や「全教」に属する者も多い。
そして、現在、「コクコク」の活動は、全国の5000名を超える人々からサポートされている。その中には、著名な学者や文化人、芸術家、司法の実務家なども数多く含まれている。
（※ 土屋公献弁護士は、日本弁護士連合会の元会長であり、日本の司法制度改革に尽くした。また、第二次世界大戦での日本軍による戦争犯罪被害者を救済するための数多くの裁判に携わっている。後藤昌次郎弁護士は、数多くの有名な冤罪事件に係わり多くの被告を救済している。
この二人の弁護士は、共に、「人権派」弁護士として日本ではつとに知られている司法界の大御所である。この二人は、私たちの会「コクコク」の共同代表を務めている)
２　活動 と ゴール
「コクコク」は、日本（東京）の学校教育に、民主主義や平和への教育を確立し、国民主権、平和主義、基本的人権の尊重、地方自治等の「憲法」の理念や教員の地位を尊重する「勧告」の理念を日本（東京）の教育政策に生かさせることを目的として活動している。

2003年10月23日、この「日の丸・君が代」強制「政策」を具体的に指示した「10.23通達」が施行されたことにより、学校の卒業式等の儀式に於いては、一気に国家主義的な管理が強まり、それまでの民主主義的慣行もすべて壊され始めた。
そして、この「政策」を批判する教員達がことごとく「懲戒処分」され始めたことから、「コクコク」は、この「政策」を止めさせたり、懲戒処分された教員達を救援したりするために結集し、石原都知事らの不当な「政策」（「通達」）と対決することになった。そして、次のような取り組みをしている。
（※ なお、「通達」は「法律」ではなく、法律等の運用を円滑に進めるために、行政当局が事務的な留意点として策定するに過ぎないものである。しかしながら、実質的に大きな法律的拘束力をもたせることがよくある。これは、法律の制定や改変をしないで政治的行政的意思を通すためのものである）
(1) この「政策」の発案者であり強制者であり最高責任者である東京都知事・石原慎太郎と実務担当者としての東京都教育委員会（以下、「都教委」）の幹部職員二人を、「政策」を具体化するために発した「通達」の内容における憲法違反と法律違反、および、彼らの行政手法における職権濫用での法律違反を理由に、2004年12月から六次に渡り刑事告訴告発したが、2007年4月28日に「最高裁判所」

により「棄却」された。（Ⅳ章1を見よ）
(2) この「政策」に異議を唱えたために「懲戒処分」された多くの教員の「処分撤回」と「損害賠償」を求める裁判闘争を支援すると共に、今なお、学校において、不当な「政策」（「通達」）の攻撃から、学校教育における民主主義を守るために闘っている教員を支援し力づけるための活動に取り組む。
(3) この異常な「政策」を、日本全国や世界の人々に知らせる宣伝活動をする。そして、石原都知事による国家主義や全体主義教育の復活に反対する人々の声を結集して、石原都知事に「政策」の強行を断念させるための活動に取り組む。
私たちが、2005年3月1日に、日本外国特派員協会(FCCJ)で行った記者会見は大きな反響を呼び世界に向けて報道された。

今回、CEARTへの申し立ても、こうした行動の一環である。
Ⅲ　石原都知事による、「政策」の内容
　

　１　石原都知事の政治姿勢

石原都知事は、超右翼的政治家として、日本だけでなく世界的にも知られている。また、その態度は不遜であり、行政手法は独裁的であり、トップダウンの指導力こそがリーダーに求められる資質と考えている。

教育政策に於いても、保守主義、国家主義、国粋主義的見解を述べることが多い。
全国的な採択率が２％程しか無く、歴史観が極めて偏向していると批判されている歴史教科書を都立学校の一部に採択させたり、この「通達」に見られるように国旗国歌への一方的な忠誠形態を強制したり、愛国心の観念を醸成したいとする自らの教育信条を実現させることに異常なほどの執念を燃やしている。

常日頃、「東京から日本（の教育）を変える」と標榜しており、「地方もいずれ東京（の教育）を見習うだろう」と、自らの手腕を豪語している。

事実、現在、地方ではまだ違反者への懲戒処分は伴わないものの、国旗国歌への忠誠形態を強制する施策の広がりが見えてきている。
　２　「政策」（「10.23通達」）の要点

この「政策」の要点は、学校での卒業式や入学式等の儀式の時は、必ず「国旗に向かって起立し国歌を歌う」という「国旗国歌への忠誠形態（スタイル）」を表すことを教員の服務として一律に強制することである。

ここでは、個人によって異なる国旗や国歌への感情、国旗や国歌の背後にある国家への思想などが考慮されず、都教委の価値観に基づく一定の忠誠形態が、「従わない場合は服務上の責任を問う」（懲戒処分にする）という脅迫付きで教員に強制されている。

「政策」は、「通達」という手段で学校に伝えられる。この件の「通達」は、2003年10月23日に発出されたため「10.23通達」という特別な名前で呼ばれることもある）
　３　「通達」と「職務命令」
(1) この「通達」は、石原都知事の強い意向を受けて2003年10月23日に都教委により教員への服務事項として発出された。
(2) この「通達」が指示する内容は、公立学校の卒業式等の「儀式」においては必ず「国旗」、「国歌」を用いることを決め、その中での国旗掲揚、国歌斉唱、会場設営、教員の座席等の細目である。
主要なことは、「国旗に向かって起立し国歌を歌う」という国旗国歌への忠誠形態を強制し、従わない場合は、「服務上の責任を問う」（懲戒処分をする）と警告していることである。
(3) 前項(2)の目的を達するために、校長は、教員に「通達」を履行させるための「職務命令」をそのつど発することとし、「通達」通りの服務をしない場合は、この「職務命令」違反として懲戒処分される。
なお、校長は、教員に対しこの「職務命令」を必ず発出するように都教委から命じられている）
(4) この「通達」は主に「卒業式」や「入学式」に適用されるが、その他、学校で行われる儀式にも適用される。
４　「懲戒処分」
この「通達」の発出後、東京の公立学校では、ほぼ100％の学校で、「通達」が望む通りの国旗国歌の扱いが行われている。勿論、これは、「従わなければ懲戒処分にする」という脅迫が効いているからである。

しかし、この「通達」の内容は、憲法や法律に反するものであり、教員の中には、この「通達」の強制に異議を唱える者も多い。

そこで、そうした教員は、「儀式」中の国歌が演奏されている約40秒間を「起立をしない」（不起立）でいたり、音楽教師の場合は、事前に国歌のピアノ伴奏を辞退する意思を示していて実際にピアノ伴奏をしなかったりした。そうした教師達は、後日、「職務命令」違反であるとして「懲戒処分」を受け、身分上や給与上で不利な扱いを受けることになる。
(1) この「通達」の発出後、2007年5月までに少なくとも388名が「懲戒処分」されている。また、この他にも、この「通達」に関連して、再雇用（嘱託）取消や不採用、文書訓告や厳重注意などで、131名が行政処分されている。
　
(2) 処分を受けた教員は、「再発防止研修」なるものを強制的に受講させられる。そして、ここでの態度も評価される。
(3) 懲戒処分の内容は、戒告、減給、停職などであるが、処分が累積した者には免職が用意されている。
また、この「懲戒処分」を受けたことを理由に、勤務成績が不良であるとして、定年後の嘱託契約を解除され失職したり、再雇用採用試験の合格が取り消されたりする者も多数に上る。
更に、生徒の前で、この「通達」の強制性を批判したり、憲法19条（思想良心の自由）の解説をしたりした教員や、自分のクラスの生徒の一部が国歌斉唱時に「不起立」であった担任教師らも処分されている。
(4) 処分を受けた者や「政策」への批判的言動をとった者達の多くは、「新しい教員評価制度」により不利益な評価をうけ、人事異動でも差別をされている。
(5) この「通達」の「職務命令」に従わなかったとして「懲戒処分」された教員たちは「行政処分」は不当であるとして、その「処分撤回」と「損害賠償」を求めて、現在、15もの民事訴訟を起こしている。
５　「通達」の法規的根拠
「通達」は、法律的には限定的な効力を持つとされるが本来は事務的な留意点にすぎない文部省「告示」としての「学習指導要領」を根拠としている。

そこには、「国旗国歌を指導するものとする」という記述があり、その記述の具体的な指導内容として、「国旗に向かって起立し国歌を歌う」という忠誠形態が「通達」によって強制されている。
　６　「政策」の、法的問題点
　　(1) 日本国憲法や教育基本法に違反する
日本国憲法19条は、基本的人権として、「思想良心の自由」を認めており、「通達」が求めるような国旗国歌に対する尊崇表出形態（尊敬や忠誠を表すような表現）を一律に教員へ強制することは出来ない。
この憲法19条の規定は、戦前、国民は、自由な思想表現が認められず国家により思想統制をされ、戦争協力を余儀なくさせられた歴史から、戦後、個人の思想良心の自由を基本的人権として、そうした戦前的な政治的弾圧から思想良心の自由を保護する目的で、特に、設けられたものである。
また、石原らは、幹部公務員であるにも拘わらず、憲法19条を蔑ろにしていることは、99条「公務員の憲法尊重擁護義務」にも違反している。
さらに、「通達」により教育内容の細部にわたって行政当局が介入することは、教育の憲法とも言える教育基本法第10条（不当な支配）に違反するものである。
（※ 2006年9月21日に、東京地方裁判所は、この「政策」に関し起こされた他の民事裁判に於いて、「この「政策」における「通達」は、内容において憲法19条と、教育基本法10条に違反する。よって、この「通達」に従う義務はない」と、明快な判決を下した。しかし、石原都知事や都教委は、「この判決は第一審にすぎない」として無視する態度を決め込み、即刻、控訴したため、現在は控訴審中である）
(2) 日本国刑法に違反する

憲法や教育基本法に違反する「通達」は無効であり、それを強制することは「義務の無いこと」を強制することになる。しかも、「従わねば処分する」として「職務命令」で強制することは、「公務員の職権濫用罪」、「脅迫罪」、「強要罪」にあたる。

また、こうした、不法な「通達」や「職務命令」に従わなかったとして「懲戒処分」をすることにより、その処分を受けた教員（被処分者）の信用を毀損し、正常な教育業務に支障を与えることにより、「信用毀損罪」や「業務妨害罪」にあたる。

(3)「通達」は、その根拠となる「学習指導要領」の「法的拘束力の限界」を逸脱している。
この「通達」の発出の根拠となっている「学習指導要領」では、「国旗国歌を指導するものとする」と記述されているが、国旗国歌の何をどのように指導するのかは各学校に任された曖昧な表現になっている。
しかし、「通達」では、学校の卒業式等の儀式の場で「国旗に向かって起立し国歌を歌う」ことを強制し、国家への忠誠心や愛国心を育てる狙いをはっきりともたせている。
しかしながら、その「学習指導要領」の法規的性格を定めた最高裁の判例（1977年5月21日）では、学習指導要領の「法的拘束力の限界」つまり、「誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法26条、13条の規定上からも許されない。…不当な支配にあたれば法的拘束力を失う」としている。

これは、「通達」にも適用されることであり、よって、国旗国歌への具体的な忠誠形態を強制している「通達」の内容は、「学習指導要領」の「法的拘束力の限界」を超えている。
（※ 「学習指導要領」や「通達」や「実施指針」などは「法律」ではない）
７　「政策」の本質的問題点

石原都知事や都教委は、国旗国歌への尊崇表出形態を強制するこの「政策」を、国家社会のシンボルに対しての儀礼的行為を指導する教育の一環にすぎないと説明している。しかし、超国家主義者、全体主義者として知られる石原都知事がその政治的、教育的信念を実現するために、「従わなければ懲戒処分にする」という「強制力」をもって推進している教育政策であることに注意を払わねばならない。
(1) 国旗（「日の丸）、国歌（「君が代」）の歴史
日本では、いまだに、国旗は「日の丸」、国歌は「君が代」と呼ばれることが多い。
特に、国歌「君が代」は、政府により「天皇讃歌」（天皇の治世が永遠に続くことを願う歌）として認められており、「主権在民」を規定した日本国憲法の下での日本の国歌としては相応しくないものであり、これを歌うことに抵抗感をもつ人も多いが、国際スポーツの式典などでは国歌を歌い合うことが慣例化していることなどを理由に、「君が代」を「愛国心」の高揚のために利用することもよく行われている。
「日の丸」も「君が代」も、共に、第二次世界大戦前の、天皇制軍国主義国家としての日本と、中国や朝鮮や東南アジアの国々へ多大な迷惑と損害を与えた侵略戦争のシンボルとして多くの人々に記憶されている。
また、当時は、政府が許す思想以外は厳しく取り締まられ多くの人が弾圧された。また、長きにわたる海外への戦争政策によって、国民は困窮させられ犠牲を強いられた。そうしたことから、多くの日本人にとって、国旗国歌への尊崇表出形態を強制されることは、極めて精神的に苦痛なことである。
日本政府は、いまだに、こうした、国民を抑圧した歴史や戦争責任について、明確で誠実な反省の態度を見せていないと指摘されることが多い。
そうしたマイナスイメージに反発して、「日の丸」や「君が代」への尊崇表出形態を大袈裟に演出することがなされることがある。それは、それらへの敬意と親しみを強調し、昔の軍国主義時代の日本を懐かしみ、戦争の反省を薄めさせようとする意図を含んでいることが多い。

つまり、日本人にとって、「日の丸」や「君が代」は、国家の単なるシンボルではなく古い日本の国家像を思想的に体現したものである。その証拠に、日本では一般的に、それらは、今でも、国家主義や国粋主義の象徴、また、右翼勢力のシンボルとして捉えられることが自然である。
そこにこそ、石原都知事が「日の丸」や「君が代」への忠誠形態の強制に執着する意味があるのである。
こうした歴史をもつ「日の丸」や「君が代」を国旗や国歌とするには国民の抵抗が大きいが、日本政府は、1999年に、この「日の丸」や「君が代」を法的に国旗国歌のシンボルとして認めた。その際、「政府から国民に強制することはない」と国会で答弁をしているが、その約束を、石原都知事は守らなかった。
（※ 戦前の学校での教員は、政府の進める軍国主義教育や戦争政策に動員され、多くの生徒を自分たちの手で戦場に送った。その反省から、戦後間もなく、その責任を感じていた教員達は、「教え子を再び戦場に送るな」（生徒達を再び戦場に送るようなことをしない、戦争政策に結びつくような教育をしない）をメイン・スローガンに掲げた。そのコンセプトは、今でも引き継がれてきている）

(2) 憲法19条（思想良心の自由）
戦前の日本に於いては、人権は制限され、政府が認めた思想以外は厳しく取り締まられ弾圧された。そのため、国民の批判を受けることのない当時の政府は、誤った人権抑圧政策や戦争政策を執り続け日本を破滅に導いていった。
日本では、そうした言論弾圧をした戦前の反省から、戦後、特に、日本国憲法19条を設け、基本的人権として「思想良心の自由」を明文化している。
つまり、「日の丸」や「君が代」への忠誠の強制に抵抗したり、「通達」と違う意見を持ったりすることは憲法上認められている権利である。
石原が強制する「政策」では、憲法で認められたこうした権利を侵害している。
　　(3) 独善

この「政策」には、世論調査の結果においてだけでなく、教育団体、研究団体、文化団体等の多くが、批判的見解を表明し、「政策」の強制に反対している。日本における弁護士の最大組織である日本弁護士連合は、都教委に対して、「違憲の疑いがあるので（通達の内容を）強制してはならない」と警告文を発している。
しかしながら、石原都知事や都教委は、そうした意見を聞き入れようとはしない。
(4)「教員の処遇」における「教員の地位勧告」違反
この「政策」を実行する際における「教員の処遇」において、「教員の地位勧告」の多くの条項が遵守されていない。（Ⅳ章2を見よ）
Ⅳ　石原都知事による「政策」の強制と闘う二つの道

　１　「司法闘争」（司法的手段を生かした闘い方）
…　石原都知事の行政手法と「通達」の違憲違法性を刑事告訴した
私たち「コクコク」の活動　…
私達「コクコク」は、石原都知事が、個人的な信念を、教育政策として強制する刑事犯罪行為を止めさせるために、2004年12月1日から六次にわたり石原都知事と都教委の幹部職員二人を刑事告訴・告発してきた。（罪名は、職権濫用罪、脅迫罪、強要罪）
しかしながら、検察庁は、私達の訴えに反して、2005年12月28日に石原らを「不起訴」にした。

その後、私達は、出来る限りの六つの司法的手段を採用したが、最終的には、2007年4月23日に、最高裁判所で、私達の訴えは「棄却」されてしまい、石原らに違法性はないとして彼らの「不起訴」が確定した。
この最高裁への申し立てには、「コクコク」の申立人（告訴告発人）が372名、代理人弁護士139名、賛同人約5000名が参加した。

石原都知事らを「不起訴」にした、裁判所等の司法機関の論理は結局次のようなものである。

(1) この「通達」は、学習指導要領を受けたもので形式的適法性がある。

(2) 国旗国歌への忠誠形態の「外形」（外に現れる形だけ）を求めているに過ぎず、教員個人の「内心」（心の中の思想や感情）まで変えることを要求していない。よって、憲法19条（個人の思想良心の自由）を侵していない。

(3)「懲戒処分」は、「職務命令」に違反したために科されたものであり、国旗国歌への思想を評価したための処分ではない。

と、詭弁に満ちたものである。

私たちが要求した、「通達」の内容そのものの違憲違法性には全く触れていない。
しかし、最高裁からこの「棄却」決定が出たことで、石原都知事らが進める「新政策」を法律的に裁く手段が閉ざされてしまった。
しかしながら、これは、裁判官や検察官らが現在の日本の保守的で右翼的な政治権力に迎合し、彼らが本来果たすべき「権力者に対するチェック機関としての役割」を忘れた判断をしたために起こった「国策司法」（国策の線に沿った司法判断）であるといえる。
２　「勧告闘争」（”勧告”の国際基準を生かした闘い方）
…この「政策」による「教員の処遇」について、「勧告」の観点から検証し、「教員の地位」が蔑ろにされている事実を究明することにより、「政策」においては「勧告」の条項が遵守されていないことをCEARTへ申し立てる…
石原都知事のこの「政策」は、全教が2002年に申し立てた件よりも、もっと深刻で重大な「勧告」違反が起きている。そのため、これまで500名程の教員が「懲戒処分」され、名誉を傷つけられるだけでなく経済的、身分的不利益を被っている。
(1) この「政策」における、「教員の地位勧告」違反の事実
憲法的権利であるところの思想良心の自由が蹂躙され、批判を許さぬ服従が求められ、従わぬ場合は苛酷な懲戒処分が科されるこの「政策」の内容は、国際平和や人権の尊重、あらゆる差別の撤廃を志向する「勧告」における「教育の目的」を遵守したものとは言えない。

この「通達」で具体化されているこの「政策」は、以下の点で「勧告」上の問題点がある。まず、基本的な部分で、「勧告」第３章の「指導的諸原則」が理解されていない。
① 「勧告」の「前文」における「教育の進歩における教員の不可欠な役割、並びに、人間の開発および現代社会の発展への彼らの貢献の重要性を認識し、教員がこの役割に相応しい地位を享受することを保障する」という基本精神を「政策」は受け継いでいない。
② 「通達」の指示が、教員の憲法的権利（思想良心の自由）を侵害し、一方的な評価で「懲戒処分」を下していることは、「教員の人権や基本的自由を尊重」せず、「教員への理解と寛容」を欠いていることであり、「勧告」第3項に反する。

③ 「教員は専門職であり、その専門的意見は尊重されなくてならない」のだが、この「政策」および「通達」の策定や決定に教員団体は関与させられていないことで、「勧告」第9項に反する。
④ この「政策」の政治的意図はあきらかであり、その権力的な評価基準により教員の思想差別が行われ懲戒処分が行われていることは、「いかなる形態の差別も行われてはならない」とする「勧告」第7項に反する。

次に、この「新政策」や「通達」の立案や決定に際して、つまりは、卒業式や入学式のあり方や国旗国歌の扱い等に関して、「教育の専門職」としての教員の役割や意見を尊重しておらず、むしろ、教員団体や教育研究機関等の関与や協力を排除している。
⑤ 「教育政策の決定には、教員との緊密な協力が必要」と規定されているのだが、この「政策」の策定に当たって、教員団体等の意見は一切受け容れられておらず、「勧告」第10-k項、第35項に反する。

⑥ 「教員は、教育方法の採用について不可欠な役割を与えられるべき」という、「勧告」第61項もはたされていない。
また、この「政策」による「勤務評定」で、教員の給与や勤務条件に影響が出るにも拘わらず、この「政策」に対する教員団体の関与の権利が認められておらず、事前協議も承認も求められていない。

⑦ この「政策」に関わる評価によって、「教員の雇用の安定と身分保障」が脅かされており、このことは、「勧告」第45項に反する。
⑧ この「政策」に基づく一方的な評価により、「教員の専門職としての身分やキャリア」は侵されており、「教員は、…専断的行為から十分に保護されなくてはならない」とする、「勧告」第46項に反する。
⑨ この「政策」による「評価」によって教員の給与や勤務条件は影響を受けるのであるが、そこに於いて、「給与の決定を目的として、いかなる勤務評定制度も関係教員団体との事前協議および、その承認なしに採用し、あるいは、適用されてはならない」とする、「勧告」第124項が守られていない。
更に、この「通達」に基づく「職務命令」に違反したとして科される「懲戒処分」の評価基準が不明瞭で不公正なものである。また、評価機関に教員が関与しておらず、公平な意義申し立て機関存在も不明確である。
　　　⑩ 「懲戒基準の作成」には、教員は全く疎外されており、その内容は不明確で不公平な事実もあり、このことは、「勧告」第47項に反する。

　　　⑪ 「懲戒を扱う機関の設置にあたって」、教員は全く協議にあずかっておらず、このことは、「勧告」第49項に反する。
⑫ 現在、「懲戒処分」に対する異議を申し立てる相手は、「懲戒処分」発出者である都教委と同じ行政委員会であるところの「人事委員会」であり、公正で権威ある審査が期待できない。独立した公正な異議申し立て機関が明確ではなく、「勧告」第50項や第60-(2)項でいうところの、「異議申し立ての権利が確立」されているとは言えない。
⑬ 教員の、この「新政策」（「通達」）の履行における評価は都教委による一方的なものであり、「評価の客観性」を求める、「勧告」第64-(1)項に反する。

⑭教員の憲法的権利（憲法19条・思想良心の自由）が蹂躙されることに関して、都教委は、この「通達」への服務が強制されることは教員（公務員）の義務だからやむを得ないとしているが、「勧告」第80項が、「教員にも一切の市民的権利行使を認めている」ことに反する。
⑮ 「勧告」第84項は、「教員団体は、他の団体がその正当な利益を保護するため普通もっているような他の手段をとる権利を持たなければならない」と、認めている。
これは、権力者が「踏み絵」（an allegiance [a loyalty] test）を踏ませようとするこの「通達」等のもつ不当な強制力に対し、教員自らの良心や人格や憲法的権利を護るために、必要最小限の物理力行使、つまりは、この「通達」の場合、国歌斉唱時の約40秒間、「不起立」でいたり、「ピアノ伴奏」を辞退したりする、自らの名誉を守るために必要な最低限の人間的行為としての「消極的不参加行為」の権利を認めていると解するべきである。
　　　
結局、この国旗国歌への忠誠形態を強制する国家主義的な「政策」と、それを具体的に指示する「通達」は、多くの点で「教員の地位勧告」を遵守しておらず、教育政策としての重大な要件を欠いていると言わざるを得ない。
Ⅴ　全教の申し立て（’02/6/28）と、この「政策」の共通点

全教が、2002年6月28日に申し立てた件に関し、合同専門家委員会（CEART）が、全教の主張を全面的に認め、日本政府（文科省）に、是正を求める「CEART報告書」を送ったことを私たちは知っている。
しかしながら、日本において、日本政府（文科省）による改善が見られないので、2007年秋以降」に、CEART調査団が来日することになっている。
全教の問題も、この「政策」の情報も、日本政府や、文科省や、東京都が、その教育政策の立案と施行に於いて、共に、教員の専門性を蔑ろにし、その地位を貶めていることを示している。

そのために、日本政府や文科省をはじめその影響下にある都教委をはじめ、殆どすべて地方教育委員会は、「教員の地位勧告」を全く遵守していないといえる。
それは、日本政府や文科省が、いつまでも、自分たちの国家主義的教育思想で国民を思い通りに支配し続けるためには、教員の地位や権威が向上するのを望んでいないからである。そのために、「教員の地位勧告」を意識的に無視したいと思っているからである。
また、日本は、憲法において「国際社会において名誉ある地位を占めたい」（前文）、「国際法規はこれを誠実に遵守する」（98条）と、しているが、この書簡で明らかにされたような日本のあからさまな「教員の地位勧告」違反や、ILO条約の批准率の異常な低さ（47/187 約25％）などは、こうした国是を蔑ろにしている。
Ⅵ　あとがき
１「教員の地位」の国際基準　…　ILO/UNESCO の 功績
ILOとUNESCOがその「教員の地位勧告」の普及に務める努力に倣って、私たち「コクコク」も、日本での「勧告」の適用を進めるための活動を強めたいと思う。
私達は、ILOとUNESCOが、労働者の労働条件の改善と民主的で豊かで差別のない教育の普及を通して、世界平和の発展と人々の生活水準の向上のために献身的な努力を尽くしていることに深く敬意を表する。
とりわけ、私達は、ILOが提唱する21世紀戦略の「人間的な労働（Decent Work）」が各国において進展することを望んでいる。
また、私たちは、「教員の地位勧告」（ILO/UNESCO The 1966 Recommendation concerning the Status of Teachers）（以下、「勧告」）が、民主的で豊かな教育政策の実現において教員が果たす重要な役割を認定し、専門職としての教員がそうした役割を果たすに相応しい「地位」を確立することができるようにするための重要な指針となっていることを知っている。
更に、「教員の地位勧告」適用合同専門家委員会（The Joint ILO/UNESCO Committee of Experts on the Application of the Recommendation concerning Teaching Personnel ）（以下、”CEART”）が、各国における「勧告」の適用（application）状況を監視していることにより勧告の権威が高められていることを力強く思っている。
２　疲弊する学校

この「通達」の強制に異議を唱えたために懲戒処分された教員が既に500名近くに上るという大量処分は、学校における権力の恐怖支配といえるファッショ的暴挙であり、教育史上最大規模の思想弾圧事件といえるものである。

東京の学校は、もはや、教育の場とは言えない。

この「政策」に教員の信頼は得られておらず教員の意欲と動機付けに負の効果をもたらしている。そして、この「新制度」を誰一人として信頼し肯定的に評価するものはおらず、批判と、非難と不安と不信と絶望の声のみである。

そして、学校現場では、「教員の地位」が蔑ろにされることで、何もかもが狂ってしまっている。教育委員会や管理職の横暴が強まり、右翼的反動的施策が強まり、民主的慣行が跡形なく破壊され、いまや、職員会議における挙手や採決までもが禁止されている。さらに、学校での教員間の信頼関係に望ましくない亀裂を生じさせている。
３　課題

日本の教育制度は、保守的で全体主義的な政治指導者の下で、政府やそれを支援する産業界の利益のためだけに利用される仕組みに作り替えられてきている。その為に、日本では、多くの戦争犠牲者や、政治的被弾圧者や被抑圧者の犠牲の上にようやく作り上げられてきた憲法を中心とする人権の理念や平和の理念や、国民主権の理念がことごとく、いとも簡単に壊されようとしている。
さらに、問題は、日本における司法制度は、国民のためにではなく政府のための働く傾向の強い機関に作り替えられてきてしまっている。そうした状況にあっては、司法が政治権力の横暴を抑えるようには働かない。ここにあって、日本国民の権利擁護のためには、日本の司法はあてにならず、国際機関に訴えて、国民の正義を保護してもらわなくてはならない状況である。
世界的にも紛争は絶えず、教育を巡る問題も多い。そうした中で、政治権力者は、いつの時代も公教育を支配し自分たちに都合の良い管理したいと思っている。こうした時に国際平和や、差別のない「教育の目的」を示し、社会発展における教員の役割を高く認めた「勧告」は、今、正に、その制度目的をこれまで以上に果たさねばならない時が来たと言える。
以　上
1 / 12

